令和７年度 子ども・子育て支援等推進調査研究事業
「放課後等デイサービス等における利用ニーズ及び支援提供の実態把握に関する調査研究」
放課後等デイサービス事業所に関するアンケート調査
調査票サンプル
	＜回答にあたって＞
· 本調査票は、サンプルです。回答にあたっては、以下のURLよりご回答ください。
【調査URL】　https://survey.esumi.jp/houkago
· Web画面は、操作のない時間が30分ほど経過するとセッション切れとなりますので、ご留意ください。
· [bookmark: _Hlk214371984]Web画面で数値を入力する設問は、半角数字で入力をお願いします。
· Web調査画面で、回答の一時保存が可能です。ご登録いただいたメールアドレス宛に回答用URLをお送りしますので、以降の回答は当該URLよりお願いいたします。
· 本調査対象は、放課後等デイサービス事業所のうち、令和７年９月（1か月）に放課後等デイサービスの提供を行った事業所です。

＜調査票サンプルについて＞
· SAは単数回答（１つだけ選択）、MAは複数回答（あてはまるもの全てを選択）、FAは自由回答、
NAは数値入力のことです。
· 「その他」等の選択肢の後にある（ ）は自由回答欄です。必要に応じて文字や数字でご回答いただけます。
· 数値を入力する際、該当する人等がいない場合は、「０（ゼロ）」をご回答下さい。
· 「【同時選択不可】」は、いくつでも回答いただける設問で、他の選択肢と同時にお選びいただくことができない選択肢に記載しています。Web上では同時に選択できないよう設定されています。
· 「【問●で○を選択した場合】」等の記載がある箇所については、Web上で回答内容に応じて、設問の表示設定・入力制御を行っております。Web上で設問が表示されない場合は、分岐の設問を正しく選択しているかご確認ください。



０．はじめに
	設問
	形式
	選択肢

	F0. 一時保存の設定に用いるメールアドレスを入力してください。＊必須回答
※以下の＜個人情報の取扱い＞にご同意の上、ご連絡先等をご記入ください。
※Web画面では「個人情報の取扱いについて同意し協力します」という文言が表示されます。チェックを入れた後、メールアドレスの入力をお願いします。
	FA
	メールアドレス：（　　　　　　　　　　　　　　）



	＜個人情報の取扱いについて＞	
· お預かりする個人情報（メールアドレス）は、調査回答の一時保存のために利用させていただきます。
· お預かりした個人情報は、法令等に基づく場合を除き、ご本人の同意なく第三者には提供いたしません。
· お預かりする個人情報は、当社の「個人情報保護方針」〈http://www.murc.jp/corporate/privacy〉および「個人情報の取り扱いについて」〈https://www.murc.jp/corporate/privacy02/〉に従って適切に取り扱います。
· お預かりした個人情報は、回答の一時保存等のために預託することがございます。その際には十分な個人情報保護水準を備えた業者を選定し、契約等により保護水準を維持するよう管理します。
· お預かりしている個人情報の開示、削除等のお申し出、その他のお問い合わせにつきましては、
次の連絡先までご連絡ください。
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社　　（houkago@murc.jp）
社会政策部　放課後等デイサービス調査事務局　白土（しらと）、信國（のぶくに）、古賀（こが）、西尾（にしお）、清水（しみず）
· メールアドレスを登録いただけない場合、一時保存機能が使用できず、アンケートにも回答いただけません。



	設問
	形式
	選択肢

	F1. 令和７年９月における放課後等デイサービスの提供実績の有無
	SA
	1. サービスを提供していた
2. サービスを提供していなかった（休止、廃止を含む）⇒本アンケートの対象外です。回答は不要です。


１．貴事業所について（指定がない場合は、令和７年９月時点で記載）
	設問
	形式
	選択肢

	問1. 事業所名
	FA
	

	問2. 都道府県名
	SA
	※Web上では都道府県名が表示されます

	問3. 事業所の所在する自治体種別 
	SA
	1. 指定都市（政令指定都市）
2. 中核市
3. その他市
4. 特別区（東京23区）
5. 町
6. 村

	問4. 運営主体
	SA
	1. 自治体
2. 一般社団法人
3. 社会福祉法人
4. 医療法人
5. 営利法人
6. 特定非営利活動法人
7. その他

	問5. 設立年度
	NA
	西暦（　　　　　　　）年

	問6. 放課後等デイサービス事業所の種類
＊必須回答
	SA
	1. 一般型の放課後等デイサービス（下記に当てはまらない事業所）
2. 主として重症心身障害児に対して支援を行う放課後等デイサービス事業所
3. 共生型放課後等デイサービス事業所
4. 基準該当放課後等デイサービス事業所

	問7. 多機能型事業所かどうか
	SA
	1. 多機能型事業所（児童発達支援センター）
2. 多機能型事業所（１．以外）
3. 多機能型事業所ではない

	【問7で1.または2.を選択した場合】
問8. 多機能型として一体的に行っている事業
	MA
	【障害児支援に係る給付】
1. 児童発達支援
2. 居宅訪問型児童発達支援
3. 保育所等訪問支援
【障害者向けサービス】
4. 生活介護
5. 自立訓練（機能訓練・生活訓練）
6. 就労移行支援
7. 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

	問9. 中核機能強化事業所加算の届出の有無
※児童発達支援センターにおける「中核機能強化加算」の算定は除く
	SA
	1. 届出あり
2. 届出なし

	問10. 貴事業所と同一敷地又は同一建物内にある、同一法人が運営する児童福祉施設等


	MA
	1. 保育所
2. 幼稚園
3. 認定こども園
4. 放課後児童クラブ
5. 児童館
6. 乳児院・児童養護施設
7. 母子生活支援施設
8. 児童育成支援拠点事業所
9. 障害児入所施設
10. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
11. 特になし　【同時選択不可】

	問11. 貴事業所の職員の職種　＊必須回答

※多機能型の場合は、放課後等デイサービスにかかる従事者（兼務含む）を回答
※１⼈の職員が資格等を複数所持する場合は、主な職種１つのみで選択
	MA
	1. 管理者・児童発達支援管理責任者
2. 保育士
3. 児童指導員
4. 理学療法士
5. 作業療法士
6. 言語聴覚士
7. 管理栄養士・栄養士
8. 心理担当職員
9. 看護職
10. 社会福祉士
11. 介護福祉士
12. 支援員（上記資格を有していない者）
13. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	問12. 職員の勤務形態別の人数、常勤換算数　＊必須回答

※多機能型の場合は、放課後等デイサービスにかかる従事者（兼務含む）を回答
※１⼈の職員が資格等を複数所持する場合は、主な職種１つのみに計上
	NA
	※Web画面では、問11で選択した職種について回答欄が表示されます

	
	常勤
(実人数)
	非常勤
(実人数)
	常勤換算
※常勤・非常勤合わせて算出

	管理者・児童発達支援管理責任者
	人
	人
	人

	保育士
	人
	人
	人

	児童指導員
	人
	人
	人

	理学療法士
	人
	人
	人

	作業療法士
	人
	人
	人

	言語聴覚士
	人
	人
	人

	管理栄養士・
栄養士
	人
	人
	人

	心理担当職員
	人
	人
	人

	看護職
	人
	人
	人

	社会福祉士
	人
	人
	人

	介護福祉士
	人
	人
	人

	支援員（上記資格を有していない者）
	人
	人
	人

	その他
	人
	人
	人

	合計
	人
	人
	人




	問13. 職員の障害児支援における実務経験が５年未満／５年以上での職員数（実人数）　＊必須回答

※常勤・非常勤を合わせて回答
※多機能型の場合は、放課後等デイサービスにかかる従事者（兼務含む）を回答
※１⼈の職員が資格等を複数所持する場合は、主な職種１つのみに計上
※障害児支援における実務経験は、障害児通所支援等の障害児を対象に専門的な支援を行う事業所での経験とする
	NA
	※Web画面では、問11で選択した職種について回答欄が表示されます

	
	障害児支援における実務経験が５年未満
	障害児支援における実務経験が５年以上

	管理者・児童発達支援管理責任者
	人
	人

	保育士
	人
	人

	児童指導員
	人
	人

	理学療法士
	人
	人

	作業療法士
	人
	人

	言語聴覚士
	人
	人

	管理栄養士・
栄養士
	人
	人

	心理担当職員
	人
	人

	看護職
	人
	人

	社会福祉士
	人
	人

	介護福祉士
	人
	人

	支援員（上記資格を有していない者）
	人
	人

	その他
	人
	人

	合計
	人
	人




	問14. 放課後等デイサービスにおいて、児童への直接⽀援を行う職員の1⽇あたりの平均従事者数（実⼈数、令和７年9月） 
※児童への直接⽀援を行う職員は、児童指導員等資格の有無は問わない
※「１⽇あたりの平均従事者数」は、以下により算出：
1⽇あたりの平均従事者数＝（令和７年9月１か⽉間に放課後等デイサービスに従事した直接処遇職員の延べ⼈数）÷（令和７年9月に放課後等デイサービスを提供した⽇数）
※詳細が不明な際は、おおよその⼈数で結構です
	NA
	（　　　　　　　　　　）人

	問15. 貴事業所の人件費率（令和７年9月実績）
※9月の総売上に対する人件費（基本給、手当等の総支給額）の割合を回答
※詳細が不明な際は、おおよその割合で結構です
※多機能型事業所の場合は、事業所全体で計算してください
	NA
	約（　　　　　　　）％



２．放課後等デイサービスの基本情報（指定がない場合は、令和７年９月時点で記載）
	設問
	形式
	選択肢

	問16. 放課後等デイサービスの定員数
※多機能型事業所については、明確に放課後等デイサービスの定員を定めている場合は、放課後等デイサービスの定員数を記載。複数事業で定員を一体的に運用している場合は、事業所全体の定員数を記載。
	NA
	（　　　　　　　　　　）人

	問17. 運営規定上の営業時間（開始時間、終了時間、営業時間数）

※開始時間、終了時間は24時制で記載（例えば、午後3時は15時と入力）
[bookmark: _Hlk213408655]※営業時間数は、小数点第２位まで記載（例えば、2時間15分は「2.25時間」、1時間30分は「1.50時間」と入力）
※運営をしていない日程の場合は、無回答で結構です
	NA
	＜平日（授業終了後）＞
	開始時間
	（　　　　）時（　　　　）分

	終了時間　
	（　　　　）時（　　　　）分

	営業時間数
	（　　　　　）時間



＜学校休業日＞
	開始時間
	（　　　　）時（　　　　）分

	終了時間　
	（　　　　）時（　　　　）分

	営業時間数
	（　　　　　）時間



＜長期休暇中＞
	開始時間
	（　　　　）時（　　　　）分

	終了時間　
	（　　　　）時（　　　　）分

	営業時間数
	（　　　　　）時間




	問18. 実際のサービス提供時間（開始時間、終了時間、サービス提供時間数）

※最初の利用児童を受入れる時間から、最後の利用児童の終了時間まで（延長支援の時間は含まない）を記載
※日によって異なる場合は、最も平均的な時間で回答してください
※開始時間、終了時間は24時制で記載（例えば、午後3時は15時と入力）
[bookmark: _Hlk213408678]※サービス提供時間数は、小数点第２位まで記載（例えば、2時間15分は「2.25時間」、1時間30分は「1.50時間」と入力）
※運営をしていない日程の場合は、無回答で結構です
	NA
	＜平日（授業終了後）＞
	開始時間
	（　　　　）時（　　　　）分

	終了時間　
	（　　　　）時（　　　　）分

	サービス提供時間数
	（　　　　　）時間



＜学校休業日＞
	開始時間
	（　　　　）時（　　　　）分

	終了時間　
	（　　　　）時（　　　　）分

	サービス提供時間数
	（　　　　　）時間



＜長期休暇中＞
	開始時間
	（　　　　）時（　　　　）分

	終了時間　
	（　　　　）時（　　　　）分

	サービス提供時間数
	（　　　　　）時間




	問19. 利用対象年齢の設定状況

※放課後等デイサービスの利用について、対象年齢を設定している場合には、該当するものを選択
※高校生等には、専修学校・各種学校生を含む（以下同様）

	SA
	1. 小学生のみ
2. 中学生のみ
3. 高校生等のみ
4. 小学生と中学生のみ
5. 中学生と高校生等のみ
6. その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
7. 対象年齢は設けていない

	問20. 令和７年9月に放課後等デイサービスを利用した児童の年齢（利用実績に基づき回答）　＊必須回答
	MA
	1. 小学生
2. 中学生
3. 高校生
4. 専修学校・各種学校生

	問21. 放課後等デイサービス給付費の延べ算定件数（令和7年9月1か月間）　＊必須回答

※算定がない場合は「0」を入力

	NA
	※Web画面では、事業所種別（問6）に応じて■のどちらかが表示されます。また、令和7年9月時点の利用状況（問20）に応じて小学生・中学生・高校生等の回答欄が表示されます

■重症心身障害児に対して支援を行う事業所／	共生型事業所／基準該当事業所の場合（問6で2～4を選択）
＜平日（授業終了後）＞
	小学生
	件

	中学生
	件

	高校生等
	件



＜学校休業日＞
	小学生
	件

	中学生
	件

	高校生等
	件



■その他の事業所の場合（問6で１を選択）
＜平日（授業終了後）＞
	
	時間区分１
（30分以上
1時間30分以下）
	時間区分２
（1時間30分超
3時間以下）

	小学生
	件
	件

	中学生
	件
	件

	高校生等
	件
	件



＜学校休業日＞
	
	時間区分１
（30分以上
1間30分以下）
	時間区分２
（1時間30分超3時間以下）
	時間区分３
（3時間超5時間以下）

	小学生
	件
	
	件

	中学生
	件
	
	件

	高校生等
	件
	
	件




	問22. 令和７年9月の営業日数
	NA
	営業日全体（　　　　　　　）日
うち、平日の営業日数（　　　　　　　）日
うち、学校休業日の営業日数（　　　　　　　）日

	【問20で1.を選択した場合】
問23. 【小学生】令和７年9月に貴事業所を利用した小学生の障害種別　＊必須回答

※複数の障害がある児童については、主たるもの１つを選択
※重度心身障害で医療的ケアが必要な場合は、「9.重度心身障害」を選択
	MA
	1. 視覚障害
2. 聴覚障害
3. 言語障害
4. 肢体不自由
5. 内部機能障害
6. 知的障害
7. 発達障害
8. 精神障害（発達障害を除く）
9. 重度心身障害
10. 医療的ケア
11. その他

	【問20で1.を選択した場合】
問24. 【小学生】令和７年9月に貴事業所を利用した小学生の障害種別、学校・学級の所属別の実利用人数　＊必須回答

※重度心身障害、医療的ケアに該当する利用者がいる場合は、医療的ケア区分別の児童の人数を記載。医療的ケア区分に該当する児童がいない場合は、「0」を入力してください。
※医療的ケア区分１、２、３は、それぞれ、医療的ケアスコアが3点以上、16点以上、32点以上の場合を指す
	NA
	※Web画面では、問23で選択した障害種の回答欄が表示されます

	
	①通常学級
	②通常学級（通級利用）
	③特別支援学級
	④特別支援学校

	視覚障害
	人
	人
	人
	人

	聴覚障害
	人
	人
	人
	人

	言語障害
	人
	人
	人
	人

	肢体不自由
	人
	人
	人
	人

	内部機能障害
	人
	人
	人
	人

	知的障害
	人
	人
	人
	人

	発達障害
	人
	人
	人
	人

	精神障害
（発達障害を除く）
	人
	人
	人
	人

	重度心身障害
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分１
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分２
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分３
	人
	人
	人
	人

	医療的ケア（重症心身障害を除く）
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分１
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分２
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分３
	人
	人
	人
	人

	その他
	人
	人
	人
	人

	合計
	人
	人
	人
	人




	【問20で2.を選択した場合】
問25. 【中学生】令和７年9月に貴事業所を利用した中学生の障害種別　＊必須回答

※複数の障害がある児童については、主たるもの１つを選択
※重度心身障害で医療的ケアが必要な場合は、「9.重度心身障害」を選択
	MA
	1. 視覚障害
2. 聴覚障害
3. 言語障害
4. 肢体不自由
5. 内部機能障害
6. 知的障害
7. 発達障害
8. 精神障害（発達障害を除く）
9. 重度心身障害
10. 医療的ケア
11. その他

	【問20で2.を選択した場合】
問26. 【中学生】令和７年9月に貴事業所を利用した中学生の障害種別、学校・学級の所属別の実利用人数　＊必須回答

※重度心身障害、医療的ケアに該当する利用者がいる場合は、医療的ケア区分別の児童の人数を記載。医療的ケア区分に該当する児童がいない場合は、「0」を入力してください。
※医療的ケア区分１、２、３は、それぞれ、医療的ケアスコアが3点以上、16点以上、32点以上の場合を指す
	NA
	※Web画面では、問25で選択した障害種の回答欄が表示されます

	
	①通常学級
	②通常学級（通級利用）
	③特別支援学級
	④特別支援学校

	視覚障害
	人
	人
	人
	人

	聴覚障害
	人
	人
	人
	人

	言語障害
	人
	人
	人
	人

	肢体不自由
	人
	人
	人
	人

	内部機能障害
	人
	人
	人
	人

	知的障害
	人
	人
	人
	人

	発達障害
	人
	人
	人
	人

	精神障害
（発達障害を除く）
	人
	人
	人
	人

	重度心身障害
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分１
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分２
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分３
	人
	人
	人
	人

	医療的ケア（重症心身障害を除く）
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分１
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分２
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分３
	人
	人
	人
	人

	その他
	人
	人
	人
	人

	合計
	人
	人
	人
	人




	【問20で3.を選択した場合】
問27. 【高校生】令和７年9月に貴事業所を利用した高校生の障害種別　＊必須回答

※複数の障害がある児童については、主たるもの１つを選択
※重度心身障害で医療的ケアが必要な場合は、「9.重度心身障害」を選択
	MA
	1. 視覚障害
2. 聴覚障害
3. 言語障害
4. 肢体不自由
5. 内部機能障害
6. 知的障害
7. 発達障害
8. 精神障害（発達障害を除く）
9. 重度心身障害
10. 医療的ケア
11. その他

	【問20で3.を選択した場合】
問28. 【高校生】令和７年9月に貴事業所を利用した高校生の障害種別、学校・学級の所属別の実利用人数　＊必須回答

※重度心身障害、医療的ケアに該当する利用者がいる場合は、医療的ケア区分別の児童の人数を記載。医療的ケア区分に該当する児童がいない場合は、「0」を入力してください。
※医療的ケア区分１、２、３は、それぞれ、医療的ケアスコアが3点以上、16点以上、32点以上の場合を指す
	NA
	※Web画面では、問27で選択した障害種の回答欄が表示されます

	
	①全日制・通常学級
	②全日制・通常学級（通級利用）
	③通信制・定時制
	④特別支援学校

	視覚障害
	人
	人
	人
	人

	聴覚障害
	人
	人
	人
	人

	言語障害
	人
	人
	人
	人

	肢体不自由
	人
	人
	人
	人

	内部機能障害
	人
	人
	人
	人

	知的障害
	人
	人
	人
	人

	発達障害
	人
	人
	人
	人

	精神障害
（発達障害を除く）
	人
	人
	人
	人

	重度心身障害
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分１
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分２
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分３
	人
	人
	人
	人

	医療的ケア（重症心身障害を除く）
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分１
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分２
	人
	人
	人
	人

	うち、医療的ケア区分３
	人
	人
	人
	人

	その他
	人
	人
	人
	人

	合計
	人
	人
	人
	人





	【問20で4.を選択した場合】
問29. 【専修学校・各種学校生】令和７年9月に貴事業所を利用した専修学校・各種学校生の障害種別　＊必須回答

※複数の障害がある児童については、主たるもの１つを選択
※重度心身障害で医療的ケアが必要な場合は、「9.重度心身障害」を選択
	MA
	1. 視覚障害
2. 聴覚障害
3. 言語障害
4. 肢体不自由
5. 内部機能障害
6. 知的障害
7. 発達障害
8. 精神障害（発達障害を除く）
9. 重度心身障害
10. 医療的ケア
11. その他

	【問20で4.を選択した場合】
問30. 【専修学校・各種学校生】令和７年9月に貴事業所を利用した専修学校・各種学校生の障害種別の実利用人数　＊必須回答
	NA

	※Web画面では、問29で選択した障害種の回答欄が表示されます

	視覚障害
	人

	聴覚障害
	人

	言語障害
	人

	肢体不自由
	人

	内部機能障害
	人

	知的障害
	人

	発達障害
	人

	精神障害（発達障害を除く）
	人

	重度心身障害
	人

	うち、医療的ケア区分１の者
	人

	うち、医療的ケア区分２の者
	人

	うち、医療的ケア区分３の者
	人

	医療的ケア（重症心身障害を除く）
	人

	うち、医療的ケア区分１の者
	人

	うち、医療的ケア区分２の者
	人

	うち、医療的ケア区分３の者
	人

	その他
	人

	合計
	人










３．支援の提供状況（指定がない場合は、令和７年９月時点で記載）
①支援の状況
	設問
	形式
	選択肢

	問31. 主な支援の形態
	SA
	1. 主に個別
2. 主に小集団（2人～5人）
3. 主に集団（6人以上）
4. 主に個別＋小集団
5. 主に個別＋集団
6. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	問32. 主に実施している活動
	MA
	※Web画面では、令和7年9月時点の利用状況（問20）に応じて、小学生・中学生・高校生等の回答欄が表示されます。
※令和7年9月時点で利用のある各年代について、以下の選択肢から当てはまるものをすべて選択してください。
小学生：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
中学生：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
高校生等：（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【選択肢】
1. 学習や認知に関する活動
2. 社会性やコミュニケーションに関する活動
3. 運動や感覚に関する活動
4. 生活や自立に関する活動 
5. 創作・表現活動 
6. 遊び・体験活動（自然・社会・文化体験、地域交流など） 
7. 進路や就労等に関する活動 
8. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

	問33. 支援提供において主に重視していること
	MA
	※Web画面では、令和7年9月時点の利用状況（問20）に応じて、小学生・中学生・高校生等の回答欄が表示されます。
※令和7年9月時点で利用のある各年代について、以下の選択肢から最大５つまで選択してください。
小学生：（　　）（  　）（　　）（  　）（　　）
中学生：（　　）（  　）（　　）（  　）（　　）
高校生等：（ 　）（   ）（　 ）（  　）（ 　）

【選択肢】
1. 健康や生活に関する支援
2. 運動や感覚に関する支援認知や行動に関する支援
3. 認知や行動に関する支援
4. 言語・コミュニケーションに関する支援 
5. 人間関係・社会性に関する支援 
6. 遊びや体験活動の工夫（屋内外問わない）
7. こどもが主体的に参加できる活動の工夫
8. こどもが放課後等デイサービスを自分の居場所であると感じられるための環境づくり 
9. 子育てに関する家族への相談援助
10. 家族の負担軽減のための預かり支援
11. 家族が、こどもの発達状況や特性の理解が深められる助言
12. 放課後児童クラブ等への移行に向けた支援
13. 学校との連携
14. 医療機関との連携
15. ライフステージを見据えた支援
16. 地域のこどもや地域住民との交流、社会参加の機会づくり
17. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



②支援にかかる報酬の算定状況
１）個別サポート加算について
	設問
	形式
	選択肢

	問34. 個別サポート加算Ⅰの算定状況（令和７年9月）
	MA
	1. 個別サポート加算Ⅰ（行動上の課題を有する就学児　90単位）
2. 個別サポート加算Ⅰ（著しく重度の障害を有する就学児　120単位）
3. １．の算定にあたり、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者の配置がある場合の30単位加算
4. 算定なし　　【同時選択不可】



	設問
	形式
	選択肢

	問35. 要保護・要支援児童（児童相談所やこども家庭センター等の機関と連携して支援を行う必要がある障害児）の利用状況（令和７年9月）
※個別サポート加算Ⅱの算定状況は問わない
	SA
	1. 利用あり　➡実人数：（　　　　）人
2. 利用なし

		【問35で1．を選択した場合（要保護・要支援児童の利用がある場合）】
問36. 個別サポート加算Ⅱの算定状況（令和７年９月）
	SA
	1. 算定あり
➡算定者数（実人数）：（　　　　　　）人
2. 算定なし

	【問35で1．を選択した場合（要保護・要支援児童の利用がある場合）】
問37. 要保護・要支援児童への支援にあたり連携している関係機関
	MA
	1. 児童相談所
2. こども家庭センター
3. 要保護児童対策地域協議会
4. 医療機関（医師）
5. 保育所・幼稚園・認定こども園
6. 学校・特別支援学校
7. 他の障害児支援事業所
8. 相談支援事業所
9. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
10. 連携はしていない　【同時選択不可】



	設問
	形式
	選択肢

	問38. 不登校児の利用状況
（令和７年９月）
※個別サポート加算Ⅲの算定状況は問わない
※不登校児：何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、登校しないあるいはしたくともできない状況にあるため、長期間継続的もしくは断続的に欠席している児童（病気や経済的な理由による者は除く）
	SA
	1. 利用あり　➡実人数：（　　　　）人
2. 利用なし　→問46に進む

	【問38で1．を選択した場合（不登校児の利用がある場合）】
問39. 個別サポート加算Ⅲの算定状況（令和７年９月）
	SA
	1. 算定あり　
➡算定者数（実人数）：（　　　　　）人
2. 算定なし

	【問39で2．を選択した場合】
問40. 不登校児の利用があるものの、個別サポート加算Ⅲを算定していない理由
	MA
	1. 保護者の同意が得られない
2. 学校との連携方法がわからない
3. 事業所側の事情で、月1回以上の学校との情報共有が難しい
4. 学校側の事情で、月1回以上の学校との情報共有が難しい
5. 家族への相談援助を月1回以上実施することが難しい
6. 連携のための時間の確保が難しい
7. 連携する必要性を感じない
8. 個別サポート加算Ⅲを知らなかった
9. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【問38で1．を選択した場合（不登校児の利用がある場合）】
問41. 家庭との主な連携内容
	MA
	1. 本人・家族の状況や意向の確認
2. 自宅での過ごし方の情報共有・助言
3. 事業所での過ごし方の情報共有
4. 今後の支援方針に係る検討
5. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
6. 特に連携していない　【同時選択不可】

	【問38で1．を選択した場合（不登校児の利用がある場合）】
問42. 学校との主な連携、取組内容
	MA
	1. 本人・家族の状況や意向に係る情報共有
2. 自宅での過ごし方の情報共有
3. 学校での過ごし方の情報共有
4. 学校での合理的配慮や環境づくりへの助言
5. 事業所での過ごし方の情報共有
6. 今後の支援方針に係る検討
7. 学校への登下校の付き添い
8. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
9. 特に連携していない　【同時選択不可】

	【問39で１.を選択した場合（	個別サポート加算Ⅲの算定がある場合）】
問43. 個別サポート加算Ⅲの算定利用者の登校状況
※複数名いる場合は、当てはまる状況をすべて選択
	MA
	1. 学校には全く登校していない（完全欠席）
2. 一部の時間帯や授業のみ登校する（部分登校）
3. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【問39で１.を選択した場合（	個別サポート加算Ⅲの算定がある場合）】
問44. 個別サポート加算Ⅲの算定利用者における平日での平均的な在所時間（事業所にいる時間）
※複数名いる場合は平均で回答
	NA
	１日あたり平均（　　　　　　　）時間


	【問39で１.を選択した場合（	個別サポート加算Ⅲの算定がある場合）】
問45. 個別サポート加算Ⅲの算定利用者の利用方法
※複数名いる場合は、当てはまる状況をすべて選択
	MA
	1. 他のこどもと同一時間帯に利用
2. 他のこどもが不在の時間帯に利用
3. こどもの状況により両方の場合がある
4. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）



２）人工内耳装用児支援加算について
	設問
	形式
	選択肢

	問46. 人工内耳装用児支援加算の算定状況（令和７年９月）
	MA
	1. 算定あり（Ⅰ）➡算定回数：（　　　）回
2. 算定あり（Ⅱ）➡算定回数：（　　　）回
3. 算定なし　　→問50に進む

	【問46で1.又は2.を選択した場合】
問47. 連携先となる医療機関
	MA
	1. 利用児童の主治医のいる医療機関
2. 法人もしくは事業所の協力医療機関
3. 近隣の医療機関（協力医療機関以外）
4. その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	【問46で1.又は2.を選択した場合】
問48. 連携先の医療機関との連携頻度
※連携先が複数ある場合は、最も連携が多い場合で回答
	SA
	1. 定期的に連携している
➡連携回数：1年あたり約（　　　　）回
2. 必要に応じて適宜連携している
3. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【問46で２.を選択した場合（人工内耳装用児支援加算Ⅱの算定がある場合）】
問49. 加算算定の対象となる言語聴覚士の配置状況
	MA
	1. 	常時配置
2. 	支援対象の児童が利用する日のみ配置
3. 	支援対象の児童が利用する時間のみ配置
4. 	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



３）視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算について
	設問
	形式
	選択肢

	問50. 視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算の算定状況（令和７年９月）
	SA
	1. 算定あり　➡算定回数：（　　　　　）回
2. 算定なし　　→問54に進む

	【問50で1.を選択した場合】
問51. 算定対象となる障害児
	MA
	1. 視覚に重度の障害を有する障害児
（視覚障害に関して１級又は２級の身体障害者手帳の交付を受けている障害児）
2. 聴覚に重度の障害を有する障害児
（聴覚障害に関して２級の身体障害者手帳の交付を受けている障害児）
3. 言語機能に重度の障害を有する障害児
（言語機能に関して３級の身体障害者手帳の交付を受けている障害児）

	【問50で1.を選択した場合】
問52. 配置している職員の専門性
	MA
	1. 点字の指導、点訳、歩行支援等を行うことができる者
2. 日常生活上の場面において、必要な手話通訳等を行うことができる者
3. 障害特性に応じて、当事者としての経験に基づきコミュニケーション支援を行うことができる者

	【問50で1.を選択した場合】
問53. 専門性を有する職員の配置状況
	MA
	1. 常時配置
2. 支援対象の児童が利用する日のみ配置
3. 支援対象の児童が利用する時間のみ配置
4. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）



４）児童指導員等加配加算について
	設問
	形式
	選択肢

	問54. 児童指導員等加配加算の算定状況（令和5年9月及び令和7年9月の算定状況についてそれぞれ回答）
	SA
	＜令和５年９月＞
1. 算定あり：理学療法士等を配置
2. 算定あり：児童指導員等を配置
3. 算定あり：その他の従業者を配置
4. 算定なし
5. 開業していない・休止中
6. 算定状況は不明
＜令和７年９月＞
1. 算定あり：児童指導員等を配置（常勤専従・経験5年以上）
2. 算定あり：児童指導員等を配置（常勤専従・経験5年未満）
3. 算定あり：児童指導員等を配置（常勤換算・経験5年以上）
4. 算定あり：児童指導員等を配置（常勤換算・経験5年未満）
5. 算定あり：その他の従業員を配置
6. 算定なし　→問58に進む

	【問54の「令和７年9月」で１.又は２.を選択した場合（専従要件で算定している場合）】
問55. 算定対象となる職員の職種

	MA
	1. 児童指導員
2. 保育士
3. 理学療法士
4. 作業療法士
5. 言語聴覚士
6. 手話通訳士
7. 手話通訳者
8. 特別支援学校免許取得者
9. 心理担当職員（心理学修了等）
10. 視覚障害児支援担当職員（研修修了等）
11. 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者

	【問54の「令和７年9月」で３.又は４.を選択した場合（常勤換算要件で算定している場合）】
問56. 算定対象となる職員の職種

	MA
	1. 児童指導員
2. 保育士
3. 理学療法士
4. 作業療法士
5. 言語聴覚士
6. 手話通訳士
7. 手話通訳者
8. 特別支援学校免許取得者
9. 心理担当職員（心理学修了等）
10. 視覚障害児支援担当職員（研修修了等）
11. 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者

	【問54の「令和７年9月」で1.～5.を選択した場合（児童指導員等加配加算の算定がある場合）】
問57. 令和6年度報酬改定にあたり、加算の算定のために実施したこと

	MA
	1. 算定要件に適合する人材を新たに採用
2. 算定要件に適合する人材を法人内で人事異動
3. 職員が指定の研修を受講
4. 非常勤雇用の職員を常勤雇用に切り替え
5. 非常勤職員の勤務時間を増やす等、契約時間の見直し
6. 常勤職員の勤務時間の延長
7. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
8. 特になし　【同時選択不可】



５）専門的支援加算・専門的支援体制加算について
	設問
	形式
	選択肢

	問58. 専門的支援加算（令和5年9月）、専門的支援体制加算（令和7年9月）の算定状況
	SA
	＜専門的支援加算：令和５年９月＞
1. 算定あり：理学療法士等を配置
2. 算定あり：児童指導員等を配置
3. 算定なし
4. 開業していない・休止中
5. 算定状況は不明
＜専門的支援体制加算：令和７年９月＞
1. 算定あり
2. 算定なし　→問61に進む

	【問58の「令和7年9月」で1.を選択した場合】
問59. 算定対象となる専門職の職種
	MA
	1. 理学療法士
2. 作業療法士
3. 言語聴覚士
4. 保育士（５年以上児童福祉事業に従事）
5. 児童指導真（５年以上児童福祉事業に従事）
6. 心理担当職員
7. 視覚障害児支援担当職員

	【問58の「令和7年9月」で1.を選択した場合】
問60. 令和6年度報酬改定にあたり、加算の算定のために実施したこと

	MA
	1. 算定要件に適合する人材を新たに採用
2. 算定要件に適合する人材を法人内で人事異動
3. 職員が指定の研修を受講
4. 非常勤雇用の職員を常勤雇用に切り替え
5. 非常勤職員の勤務時間を増やす等、契約時間の見直し
6. 常勤職員の勤務時間の延長
7. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
8. 特になし　【同時選択不可】



６）専門的支援実施加算について
	設問
	形式
	選択肢

	問61. 専門的支援実施加算の算定状況（令和７年９月）
	SA
	1. 算定あり
2. 算定なし　→問68に進む

	【問61で1.を選択した場合】
問62. 専門的支援実施加算の算定を行った実人数、算定回数（令和７年９月）
	NA
	算定を行った人数（実人数）：（　　　　）人
1か月の算定回数：（　　　　　　）回

	【問61で1.を選択した場合】
問63. 算定対象としている専門職は、専門的支援体制加算の算定対象か
	SA
	1. 専門的支援体制加算の算定対象と同じ職員で対応している
2. 専門的支援体制加算の算定対象ではない職員で対応している

	【問63で1.を選択した場合】
問64. 算定対象としている専門職の配置状況
	SA
	1. 常時配置
2. 算定児童が利用する日のみ配置
3. 算定児童が利用する時間のみ配置
4. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【問63で2.を選択した場合】
問65. 算定対象としている専門職の職種
	MA
	1. 理学療法士
2. 作業療法士
3. 言語聴覚士
4. 保育士（５年以上児童福祉事業に従事）
5. 児童指導員（５年以上児童福祉事業に従事）
6. 心理担当職員
7. 視覚障害児支援担当職員

	【問61で1.を選択した場合】
問66. 個別・集中的な専門的支援の実施形態
※最も当てはまるものを選択
	SA
	1. 主に個別による支援を実施
2. 主に小集団による支援を実施
3. 個々のニーズに応じて、個別、小集団の両方による支援を実施
4. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【問61で1.を選択した場合】
問67. 専門的支援計画の見直しの頻度
	SA
	1. 必要に応じて適宜見直しを実施
2. 放課後等デイサービス計画の見直しに合わせて実施
3. その他（　　　　　　　　　　　　　　）



７）延長支援加算について
	設問
	形式
	選択肢

	問68. 延長支援の実施状況
※延長支援加算の算定状況は問わない
	SA
	1. 延長支援を行っている
2. 行っていない　→問74に進む

	【問68で1.を選択した場合】
問69. 延長支援加算の算定状況（令和７年９月）
	SA
	1. 算定あり
2. 算定なし　→問74に進む

	【問69で1.を選択した場合（延長支援加算の算定がある場合）】
問70. 平日（授業終了後）と学校休業日における延長支援加算の延べ算定件数
＊必須回答

※1）・4）の算定件数については、共生型事業所・基準該当事業所の場合、もしくは、主として重症心身障害児に支援を行う事業所が重症心身障害児について加算算定する場合は「1時間未満」として回答
※算定がない場合は「0」を入力
	NA
	※Web画面では、令和7年9月時点の利用状況（問20）に応じて小学生・中学生・高校生等の回答欄が表示されます
※Web画面では、行と列が逆に表示されますので入力をする際にはご注意ください

＜平日（授業終了後）＞
	
	小学生
	中学生
	高校生等

	１）障害児：30分以上1時間未満
	件
	件
	件

	2）障害児：1時間以上2時間未満
	件
	件
	件

	3）障害児：2時間以上
	件
	件
	件

	4）重症心身障害児・医療的ケア児：30分以上1時間未満
	件
	件
	件

	5）重症心身障害児・医療的ケア児：1時間以上2時間未満
	件
	件
	件

	6）重症心身障害児・医療的ケア児：2時間以上
	件
	件
	件



＜学校休業日＞
	
	小学生
	中学生
	高校生等

	1）障害児：30分以上1時間未満
	件
	件
	件

	2）障害児：1時間以上2時間未満
	件
	件
	件

	3）障害児：2時間以上
	件
	件
	件

	4）重症心身障害児・医療的ケア児：30分以上1時間未満
	件
	件
	件

	5）重症心身障害児・医療的ケア児：1時間以上2時間未満
	件
	件
	件

	6）重症心身障害児・医療的ケア児：2時間以上
	件
	件
	件





	【問70で、平日または学校休業日で「2時間以上」の算定が1件以上あった場合】
問71. 最長の延長時間（令和7年9月）

※すべてのケースで最も長い延長時間について回答（障害児、重症心身障害児、医療的ケア児の別を問わない）
※延長時間は、小数点第２位まで記載（例えば、2時間15分は「2.25時間」、２時間30分は「2.50時間」と入力）

	NA
	※Web画面では、問70の回答状況に応じて、平日、学校休業日の回答欄が表示されます
＜平日（授業終了後）＞
最長の延長時間：（　　　　）時間

＜学校休業日＞
最長の延長時間：（　　　　）時間


	【問69で1.を選択した場合（延長支援加算の算定がある場合）】
問72. 延長支援が必要な主な理由
	MA
	1. 保護者の就労
2. 保護者の妊娠・出産
3. 保護者の病気・負傷
4. 家族等の介護・看護
5. レスパイト
6. こどもの生活リズムの維持のため
7. こどもの前後の予定のため（他のサービス等との利用時間調整等）
8. その他（　　　　　　　　　　　　）

	【問69で1.を選択した場合（延長支援加算の算定がある場合）】
問73. 延長支援時の職員体制

	MA
	1. 延長支援時も、発達支援提供時（基本報酬を算定する時間帯）と同様の職員体制で実施（加算により配置している職員を含む）
2. 発達支援提供時とは異なる職員体制で実施、かつ発達支援提供時と延長支援時で職員数は同じ
3. 発達支援提供時とは異なる職員体制で実施、かつ発達支援提供時よりも延長支援時の方が職員数は多い
4. 発達支援提供時とは異なる職員体制で実施、かつ発達支援提供時よりも延長支援時の方が職員数は少ない



８）入浴支援加算について
	設問
	形式
	選択肢

	問74. 入浴支援加算の算定状況（令和７年９月）
	SA
	1. 算定あり
2. 算定なし　　

	【問74で1.を選択した場合】
問75. 貴事業所が活用している入浴設備
	MA
	1. 一般的な浴槽
2. シャワー浴（ミスト浴）
3. ストレッチャー浴
4. チェアー浴
5. リフト浴
6. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	問76. 医療的ケア児・重症心身障害児以外の放課後等デイサービス利用者について、入浴支援を行っているか
	SA
	1. 行っている
2. 行っていない

	【問76で1.を選択した場合】
問77. 入浴支援を行っている利用者の状態像や支援を行っている理由
	FA
	



③家族支援の状況
	設問
	形式
	選択肢

	問78. 家族支援の実施状況
	MA
	1. 家族の子育てに関する困りごとに対する相談援助
2. こどもの発達上のニーズについての気づきの促し・支援
3. こどもの介助方法についての助言・提案
4. 家族のレスパイトや就労等による預かりニーズへの対応（延長支援）
5. 心理的カウンセリングの実施
6. 保護者同士の交流の機会の提供
7. きょうだい同士の交流の機会の提供
8. きょうだいに対する相談援助
9. こどもの発達状況や特性の理解に向けた相談援助
10. こどもの発達状況や特性の理解に向けた講座、ペアレント・トレーニングの実施
11. 家族に対する支援場面を通じた学びの機会の提
12. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
13. 特になし　【同時選択不可】



④移行支援等の状況
	設問
	形式
	選択肢

	問79. 令和６年度に退所した利用者の有無、その人数
＊必須回答
	MA
	1. 小学生　➡退所者数：（　　　　）人
2. 中学生　➡退所者数：（　　　　）人
3. 高校生等（卒業以外の理由での退所）
➡退所者数：（　　　　）人
4. 高校生等（卒業に伴う退所）
➡退所者数：（　　　　）人
5. 退所した利用者はいない　【同時選択不可】
6. 令和6年度は営業していなかった　【同時選択不可】

	【問79で1.～3.を選択した場合（卒業に伴う高校生等の退所以外の退所があった場合）】
問80. 退所者の次の移行先　＊必須回答

※該当する人がいない場合は「0」を入力

	NA
	※Web画面では、問79の回答状況に応じて、小学生、	中学生、	高校生等の記入欄が表示されます
※問79の退所者数と合計の人数が一致するように入力ください。
※Web画面では、行と列が逆に表示されますので入力をする際にはご注意ください

	
	小学生
	中学生
	高校生等
（卒業以外の理由での退所）

	放課後児童クラブ
	人
	
	

	放課後子供教室
	人
	
	

	児童館
	人
	人
	人

	児童育成支援拠点
	人
	人
	人

	習い事
	人
	人
	人

	他の放課後等デイサービス
	人
	人
	人

	その他
	人
	人
	人

	特になし（自宅等）
	人
	人
	人

	わからない
	人
	人
	人

	合計
	人
	人
	人





	【問79で1.～3.を選択した場合（卒業に伴う高校生等の退所以外の退所があった場合）】
問81. 高校卒業以外で退所した利用者について、退所前後での移行支援の実施状況（令和6年度）

※移行先には、医療機関への入院、社会福祉施設への入所、学校への入学は含まない
	SA
	1. 実施あり
2. 実施なし

	問82. 保育・教育等移行支援加算の算定の有無（令和６年度）
	SA
	1. 算定あり
2. 算定なし

	【問82で1.を選択した場合】
問83. 実施した内容（令和6年度）
	MA
	1. 退所前に移行に向けた取組を実施
2. 退所後に居宅等を訪問して相談援助を実施
3. 退所後に移行先等を訪問して助言・援助を実施

	【問79で4.を選択した場合（卒業に伴う高校生等の退所がある場合）】
問84. 高校等の卒業に伴い退所した利用者の進路（令和6年度）
	MA
	1. 大学・専門学校等への進学
2. 企業での就労
3. 福祉事業所での就労（就労継続支援事業所・地域活動支援センター等での就労、就労移行支援事業所の利用）
4. 生活介護事業所の利用
5. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【問79で4.を選択した場合（卒業に伴う高校生等の退所がある場合）】
問85. 高校等の卒業に伴い退所した利用者の移行のために実施した取組内容（令和6年度）
	MA
	1. 移行を見据えたこどもの発達の評価・支援
2. 移行先との支援方針・支援内容の共有
3. 移行先とのこどもの状態・親の意向・支援方法についての伝達
4. 家族への情報提供や移行先の見学調整
5. 移行先の受け入れ体制づくりへの協力、相談援助
6. 進路や移行先の選択についての本人や家族への相談援助
7. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
8. 特になし　【同時選択不可】

	問86. 自立サポート加算の算定状況（令和６年度）
	SA
	1. 算定あり
2. 算定なし（対象となる高校生がいた）
3. 算定なし（対象となる高校生がいなかった）

	【問86で1.を選択した場合】
問87. 延べ算定回数（令和６年度）　
	NA
	（　　　　　）回

	【問86で1.を選択した場合】
問88. 実施内容
	MA
	1. 自己理解の促進に向けた相談援助
2. 進路選択に関する情報提供
3. 事業所での作業体験
4. 企業等での職業体験
5. 就労・進学を経験した障害者による相談援助・講話等
6. 卒業後に必要となる知識・技能を習得するための支援
7. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	問89. 通所自立支援加算の算定状況（令和７年4月～9月）
	SA
	1. 算定あり
2. 算定なし

	【問89で1.を選択した場合】
問90. 令和7年４月～9月の期間で、通所自立支援加算を算定した利用者の属性、実人数
	MA
	1. 小学生　➡実人数：（　　　）人
2. 中学生　➡実人数：（　　　）人
3. 高校生　➡実人数：（　　　）人
4. 専修学校・各種学校生　➡実人数：（　　　）人

	【問89で1.を選択した場合】
問91. 学校・居宅等と事業所間の移動方法
※複数人の算定があった場合は、当てはまるものをすべて選択
	MA
	1. 徒歩のみ
2. 公共交通機関と徒歩
3. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



⑤地域の支援機関等との連携状況
	設問
	形式
	選択肢

	問92. 連携している地域の支援機関や団体

※連携している：日常での情報共有や定期的な情報連携等を行っているなど、顔の見える関係にあること
	MA
	1. 障害児相談支援事業所
2. 他の放課後等デイサービス事業所
3. 放課後等デイサービス以外の障害児通所支援事業所
4. 保育所・幼稚園・認定こども園
5. 学校
6. 教育支援センター
7. フリースクール等の民間の支援機関
8. 放課後児童クラブ
9. 放課後子供教室
10. 児童館
11. 児童育成支援拠点
12. こどもの居場所づくりに関するコーディネーター、地域の関係者等（こどもの居場所づくりに関するネットワークへの参加を含む）
13. 医療機関・専門機関等
14. こども家庭センター・保健所・保健センター等
15. その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
16. 他の事業所や関係機関とは連携をしていない　【同時選択不可】

	問93. 放課後等デイサービスの利用者について、自宅・学校以外に送迎を行っている場合の送迎先（貴事業所が送迎を行っている支援機関、団体について選択）

※送迎加算の算定の有無は問わない
	MA
	1. 教育支援センター
2. フリースクール等の民間の支援機関
3. 放課後児童クラブ
4. 放課後子供教室
5. 児童館
6. 児童育成支援拠点
7. その他の習い事や塾
8. その他（　　　　　　　　　　　　　）
9. 上記の機関には送迎を行っていない　【同時選択不可】

	【問92で５.を選択した場合】
問94. 学校との連携内容
	MA
	1. 学校が作成する「個別の指導計画」および「個別の教育⽀援計画」の共有
2. 放課後等デイサービス計画の共有
3. ケース会議の実施
4. こどもの様子についての情報共有（送迎時の情報共有を含む）
5. 家族についての情報共有（送迎時の情報共有を含む）
6. 学校行事への参加／事業所の行事への学校からの参加
7. 進学時等における学校への引継ぎ
8. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【問92で５.を選択した場合】
問95. 学校との連携における、主な事業所側の窓口

	MA
	1. 管理者
2. 児童発達支援管理責任者
3. こどもの担当職員
4. 連携の担当職員
5. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	【問92で５.を選択した場合】
問96. 学校との連携における、主な学校側の窓口

	MA
	1. 管理職
2. 特別支援教育コーディネーター
3. 担任教諭
4. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	問97. 学校との連携における課題
	MA
	1. 連絡してよい窓口や連絡方法が分からない
2. 連携のための時間の確保が難しい
3. 情報共有をしやすい時期・時間帯が異なり、連絡が取りづらい
4. 個人情報保護の観点から、連携しづらい
5. 支援方針の違いにより、連携しづらい
6. 学校側の放課後等デイサービスへの理解が乏しい
7. 専門性の違いにより、意思疎通が難しい
8. 保護者が他機関との連携・調整を望まない
9. 連携の必要性を感じない
10. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
11. 特に課題はない　【同時選択不可】



⑥放課後等デイサービス計画等に関する見直しの効果・影響
	設問
	形式
	選択肢

	問98. 放課後等デイサービス計画の作成を5領域の視点で実施することで生じた変化

※5領域：｢健康・生活｣、｢運動・感覚｣、｢認知・行動｣、｢言語・コミュニケーション｣、｢人間関係・社会性｣
	MA
	1. 多角的な視点でアセスメントできるようになった
2. 多角的な視点で支援を計画できるようになった
3. 多様な活動や支援を記載するようになった
4. 重点化すべき支援が明確になった
5. 目標と支援内容の関連性が明確になった
6. 視点が示されたことで効率的に計画を作成できるようになった
7. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
8. 特に変化はない　【同時選択不可】

	問99. 放課後等デイサービス計画の作成を5領域の視点で実施する際に課題となっていること（あれば）
	FA
	

	問100. 支援プログラムを検討、作成したことによる効果や影響

※「放課後等デイサービスガイドライン」（令和６年７月）では、総合的な支援の推進と事業所が提供する支援の見える化を図るため、５領域との関連性を明確にした事業所における支援の実施に関する計画（支援プログラム）を作成する必要があるとされている
	MA
	1. 支援プログラムを作成する過程で、事業所の特徴や方針等をあらためて整理することができた
2. 支援プログラムを作成する過程で、様々な職員の意見を確認することができた
3. 職員が事業所の理念や支援方針、提供する支援等について共有し、理解を深めることができた
4. 支援プログラムを公表したことにより、支援内容が可視化され、利用を希望する家族等から問い合わせ等があった
5. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
6. まだ策定していない　【同時選択不可】
7. 特に効果や影響は感じない　【同時選択不可】



４．報酬改定、ガイドライン改訂による影響
	設問
	形式
	選択肢

	問101. 「放課後等デイサービスガイドライン」が令和６年度に改訂されたことを把握しているか
	SA
	1. 把握している
2. 把握していない（この調査票で把握した）

	【問101で1．を選択した場合】
問102. 「放課後等デイサービスガイドライン」の改訂後、事業所の体制や支援で見直したこと
	MA
	1. こども施策や障害児支援の基本理念を、全従業者で確認した
2. こどもの活動内容、支援方法を見直した
3. 家族に対する支援を見直した
4. 放課後等デイサービス計画を見直した（作成プロセスの見直し等を含む）
5. 権利擁護に関する取組を見直した
6. 関係機関との連携に向けた取組を見直した
7. 移行（一般施策への移行、ライフステージの移行等）に向けた取組を見直した
8. 地域交流に向けた取組を見直した
9. 事業所における自己評価（従業者評価、保護者評価を含む）のプロセスを見直した
10. 安全管理や衛生管理に関する取組を見直した
11. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
12. 特に見直したことはない　【同時選択不可】

	問103. 令和６年度報酬改定で生じた放課後等デイサービスの運営の変化
	SA
	※各項目を5段階で評価してください。数字が小さいほど「減った（減らした）」、数字が大きいほど「増えた（増やした）」となります。

	
	減った←　　　　　　　→増えた
（減らした）←　　　→（増やした）

	1 事業所の収入
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	2 事務負担
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	3 障害児支援や児童福祉事業の実務経験者の人数
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	4 専門職の人数
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	5 営業日数
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	6 1日の営業時間
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	7 1日の利用児童数
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	8 ケアニーズの高い児童の利用
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	9 他機関との連携
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	10 家族支援の取組
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	11 インクルージョン推進に向けた取組
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５

	12 虐待防止、身体拘束の適正化等の取組
	１ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５





	【問103の「②事務負担」について、4.または5.を選択した場合】
問104. 負担が増している事務の内容
	SA
	※各項目について、負担の状況として当てはまるものを１つ選択してください。

	
	負担でない
	やや負担がある
	負担である
	とても負担である

	1 利用契約や利用調整等の管理業務
	1
	2
	3
	4

	2 放課後等デイサービス計画の作成業務
	1
	2
	3
	4

	3 日々の支援記録等の作成業務
	1
	2
	3
	4

	4 加算等の報酬算定に関する記録作成業務
	1
	2
	3
	4

	5 報酬の請求業務
	1
	2
	3
	4

	6 職員の労務管理業務
	1
	2
	3
	4

	7 その他　※3・4を選択した場合にその内容を記載
（　　　　　　　　　　）
	1
	2
	3
	4






５．その他　
	設問
	形式
	選択肢

	問105. 貴事業所で、サービスの質の向上に向けて実施している取組
	MA
	1. 第三者評価の実施
2. 保護者向けのアンケート調査の実施
3. 職員の⼈材育成に関する研修計画の策定
4. 地域⾃⽴⽀援協議会への参加
5. 事業所内で、職員への技術研修を実施
6. 外部研修への職員の積極的参加の促進
7. 職員数の⼗分な確保
8. 実習⽣やボランティアの受⼊
9. 利⽤者のニーズにより活動内容の変更、使い分けをするなど、⽀援の柔軟な提供
10. ケース対応時などに相談できる、外部専門家や専門機関の確保
11. 要保護児童対策地域協議会への参加
12. ⾃治体の⼦ども・⼦育て会議への参加
13. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
14. 特になし　【同時選択不可】

	問106. 放課後等デイサービスの運営・支援に関する課題
	FA
	

	問107. 地域において、学齢期の障害のあるこどもの育ちとその家族を支えるために、「放課後等デイサービス」がどのような役割を果たすべきと考えるか（ご意見があれば）
	FA
	



本アンケート調査結果を踏まえ、ヒアリング調査の実施を予定しております。ヒアリング調査にご協力いただける方は、以下の＜個人情報の取扱いについて＞にご同意の上、ご連絡先等をご記入ください。ご協力が難しい場合は、回答不要です。
	＜個人情報の取扱いについて＞	
· 以降でお預かりする個人情報は、ヒアリング調査のご連絡のために利用させていただきます。
· お預かりした個人情報は、法令等に基づく場合を除き、ご本人の同意なく第三者には提供いたしません。
· お預かりする個人情報は、当社の「個人情報保護方針」〈http://www.murc.jp/corporate/privacy〉および「個人情報の取り扱いについて」〈https://www.murc.jp/corporate/privacy02/〉に従って適切に取り扱います。
· お預かりしている個人情報の開示、削除等のお申し出、その他のお問い合わせにつきましては、次の連絡先までご連絡ください。
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社　社会政策部　（houkago@murc.jp）
社会政策部　放課後等デイサービス調査事務局　白土（しらと）、信國（のぶくに）、古賀（こが）、西尾（にしお）、清水（しみず）
· 以下の内容にご回答いただけない場合、ヒアリング調査に関するお問い合わせに対し、弊社からお答えできない場合があります。



	設問
	形式
	選択肢

	F2.　ご担当課名、ご連絡先（メールアドレス、電話番号）
	FA
	貴事業所名：
担当者名：
担当者名（ふりがな）：
連絡先（メールアドレス）：
連絡先（電話番号）：
備考欄：（※ご自由にご活用ください。特にお心当たりがなければ空欄で結構です）：



[bookmark: _Hlk214358557]送信前に回答内容をご確認ください。
送信ボタンを押すと回答内容の確認や修正はできません。
回答送信後に回答を修正したい場合は、事務局までご連絡ください。
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